
＜評価の手法等＞

評価を行う過
程において使
用した資料等

担当部局

費　用 便　益

・建設費
・維持管理費

・年平均被害軽減期待額
・流水の正常な機能の維持に
関する便益
・残存価値

・災害発生時の影響
・過去の災害実績
・災害発生の危険度
・地域開発の状況
・地域の協力体制
　　　　　　　　　　　　　等

事業名 評　価　項　目

費　用　便　益　分　析 費用便益分析以外の
主な評価項目

※効果把握の方法
  　　代替法
 　　     事業の効果の評価を、評価対象社会資本と同様な効果を有する他の市場財で、代替して供給
　　      した場合に必要とされる費用によって評価する方法。

ダム事業
(代替法）

※（　）内は方法を示す。

・国勢調査メッ
シュ統計
・水害統計
等

水管理・国
土保全局
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評価の視点等

・事業計画の必要性
・事業計画の合理性
・事業計画の効果

・官庁建物実
態調査

官庁営繕
部

<巡視船艇>
・海洋権益の保全
・治安の確保
・海難救助・海上交通安全の
確保
・海上防災・海洋環境の保全

・海上保安統
計年報
・海上保安レ
ポート

海上保安
庁

・事業計画の必要性
・事業計画の合理性
・事業計画の効果

・海上保安レ
ポート

海上保安
庁

事業名
評価の方法

評価項目 評価を行う過
程において使
用した資料等

官庁営繕事業
評価対象事業について、右のような要素ごとに、評
価指標により評点方式で評価するとともに、その他
の要素も含め総合的に評価する。

担当部局

船舶建造事業
<巡視船艇>

巡視船艇毎に評価対象を整理した上で、事業を実施
した場合、右のような海上保安業務需要を満たすど
のような能力の向上が図られ、どのような効果が得ら
れるのかについて評価する。

海上保安官署施設整備事
業

評価対象事業について、右のような要素ごとに、評
価指標により評点方式で評価するとともに、その他
の要素も含め総合的に評価する。


